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京都市南区吉祥院中島町２９番地

株 式 会 社 ワ コ ー ル

代表取締役社長執行役員 川西 啓介

貸 借 対 照 表

［２０２４年３月３１日現在］

（単位：百万円）

資産の部 負債の部

科目   金額 科目   金額

流 動 資 産          ５９，４８２ 流 動 負 債          ２０，９９５

  現 金 及 び 預 金             １，６６５   支 払 手 形 １７

  受 取 手 形             ０   電 子 記 録 債 務 ２，７９３

  電 子 記 録 債 権 ７７９   買 掛 金             ３，１８０

  売 掛 金             ８，８６０     未 払 金             ５，３４９

  製 品 及 び 商 品             １９，２６５   未 払 費 用             ３３８

  原 材 料             １４０ 未 払 法 人 税 等             ３，９８９

  仕 掛 品             １，４１５   賞 与 引 当 金             １，７２９

返 品 資 産             ６３０   返 金 負 債             １，３１０

  短 期 貸 付 金             ２４，８９６   契 約 負 債             ７６９

  金 融 資 産             ６７７   金 融 負 債             ６７７

  そ の 他 １，１５８   そ の 他             ８３９

  貸 倒 引 当 金 △７

固 定 資 産          ８１，５５２ 固 定 負 債          １２，６７１

有 形 固 定 資 産          １，２５７   退 職 給 付 引 当 金 １６６

  建 物             ４１６     繰 延 税 金 負 債             １１，４１６

  構 築 物             ２   資 産 除 去 債 務 ４２２

  機 械 装 置             ３５   そ の 他             ６６５

  車 両 運 搬 具             ０

  工 具 、 器 具 及 び 備 品             ３５１ 負債合計 ３３，６６７

  土 地             ４０６ 純資産の部

    建 設 仮 勘 定             ４４ 株 主 資 本 ８１，２９４

無 形 固 定 資 産          ５，５４６ 資     本        金 ５，０００

  ソ フ ト ウ ェ ア             ５，４１０ 資 本 剰 余 金            ６７，３３６

ソ フ ト ウ ェ ア 仮 勘 定             １０６ 資 本 準 備 金 ６７，３３６

  そ の 他             ２９

投 資 そ の 他 の 資 産          ７４，７４７ 利 益 剰 余 金            ８，９５７

  投 資 有 価 証 券             ４７，４６４ そ の 他 利 益 剰 余 金 ８，９５７

  関 係 会 社 株 式 ９，８７２    繰 越 利 益 剰 余 金 ８，９５７

  長 期 貸 付 金             ８９２

  前 払 年 金 費 用 １３，８７８ 評価・換算差額等 ２６，０７２

  施 設 借 用 保 証 金 ２，４２１   その他有価証券評価差額金 ２６，０７２

  そ の 他             ３７５   

  貸 倒 引 当 金 △１５７ 純資産合計 １０７，３６７

資産合計 １４１，０３４ 負債・純資産合計 １４１，０３４

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損 益 計 算 書

                      ２０２３年４月 １日から

                      ２０２４年３月３１日まで

（単位：百万円）

科               目 金          額

  売 上 高 ９０，６６６

  売 上 原 価 ３９，８４７

売 上 総 利 益 ５０，８１９

販売費及び一般管理費 ４９，５３７

営 業 利 益 １，２８１

営 業 外 収 益

受 取 利 息 ２８

受 取 配 当 金 ２，１１６

ロ イ ヤ リ テ ィ ７３９

為  替  差  益 ３８６

そ の 他 営 業 外 収 益 ３１０ ３，５７９

営 業 外 費 用

有 価 証 券 売 却 手 数 料 １０

そ の 他 営 業 外 費 用 １２ ２３

経 常 利 益 ４，８３８

特 別 利 益

   固 定 資 産 売 却 益 ２４

   株 式 報 酬 受 入 益 ２２

   投 資 有 価 証 券 売 却 益 １３，３５１

   そ の 他 特 別 利 益 ４ １３，４０２

特 別 損 失

   固 定 資 産 除 売 却 損 ２１

  固 定 資 産 減 損 損 失 １３１

構 造 改 革 関 連 費 用 ３，２５２

希 望 退 職 関 連 費 用 ２，２５７

    関 係 会 社 株 式 評 価 損 ２２２

   そ の 他 特 別 損 失 ２ ５，８８５

       税 引 前 当 期 純 利 益 １２，３５４

法 人 税 等

法人税、住民税及び事業税 ３，８１６

    法 人 税 等 調 整 額 △３４５ ３，４７０

          当 期 純 利 益 ８，８８３

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

２０２３年４月 １日から

２０２４年３月３１日まで

  （単位：百万円）

株主資本
評価・換算

差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金

株主資本合計

その他

有価証券

評価差額金資本準備金

その他利益

剰余金

繰越利益

剰余金

当期首残高 ５，０００ ６７，３３６ ２，３７３ ７４，７１０ ２１，１２１ ９５，８３１

事業年度中の変動額

  剰余金の配当 △２，３００ △２，３００ △２，３００

  当期純利益 ８，８８３ ８，８８３ ８，８８３

株主資本以外の

項目の当事業年度

変動額（純額）

４，９５１ ４，９５１

事業年度中の変動額

合計
－ － ６，５８３ ６，５８３ ４，９５１ １１，５３５

当期末残高 ５，０００ ６７，３３６ ８，９５７ ８１，２９４ ２６，０７２ １０７，３６７

記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個 別 注 記 表

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

１．資産の評価基準及び評価方法

（１）有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式は移動平均法による原価法により、その他有価証券のうち市場価格のない株式等以外の

ものは期末決算日の市場価格等に基づく時価法、また市場価格のない株式等は移動平均法による原価法により評価し

ております。なお、その他有価証券の評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定

しております。

                                  

（２）棚卸資産の評価基準及び評価方法

原材料については先入先出法による低価法で、製品・商品及び仕掛品については総平均法による低価法で評価してお

ります。

２．固定資産の減価償却方法

（１）有形固定資産の減価償却の方法

定額法によっております。主な耐用年数は以下のとおりであります。

          建物及び構築物      ２～５０年

          機械装置及び車両運搬具  ２～ ８年

          工具、器具及び備品    ２～２０年

（２）無形固定資産の減価償却の方法

定額法によっております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間（５年）によ

る定額法によっております。

３．引当金の計上基準

（１）貸倒引当金   … 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上してお

ります。

（２）賞与引当金   … 従業員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（３）役員賞与引当金 … 役員に支給する賞与に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。

（４）退職給付引当金 … 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき決算日において発生していると認められる額を計上しております。

              過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１１年）による

定額法により費用処理しています。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（１１年）による定額法により按分した額を、それぞれ

の発生の翌事業年度から費用処理しております。

              また、退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度までの期間に帰属させる方

法については、給付算定式基準によっております。

４．収益及び費用の計上基準

  当社は、主に、インナーウェア（主に婦人のファンデーション、ランジェリー、ナイトウェア）、アウターウェア、スポ

ーツウェア、その他の繊維製品及び関連製品等（以下、製品）の販売を主な収益としており、それぞれの収益認識基準は、

以下のとおりであります。

  国内外の小売業又は卸売業を営む企業や消費者等を顧客としております。当社の製品の販売については、顧客に製品を

引渡した時点で履行義務が充足されるため、その時点で収益を認識しております。ただし、委託販売については、最終消

費者に製品が販売された時点で収益を認識しております。当社は、通常、履行義務を充足した時点で、顧客に対して取引
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価格を請求し、その後短期間で回収をしており、対価の金額に重要な金融要素は含まれておりません。当社の収益は、取

引価格から値引、リベート等を控除した金額で算定しております。また、製品の販売にあたっては、顧客から返品が発生

することが想定されます。取引価格の算定に際し、過年度の実績等を考慮して顧客に対する予想返金を見積り、収益から

控除しております。

顧客との契約から生じた契約負債のうち、主なものはポイントに係るものであります。当社は、販売促進を目的として

ポイント制度を導入しており、商品の購入時等に顧客にポイントを付与しております。顧客に付与されたポイントは履行

義務として識別され、ポイントの使用時に履行義務が充足されます。今後２年間にわたり、使用又は期限切れにより充足

される見込みです。期末日時点で未使用のポイントは契約負債として計上され、その金額は過年度の使用実績等を考慮し

て見積もっております。

（貸借対照表に関する注記）

１．有形固定資産の減価償却累計額          ６，４１７百万円

２．関係会社に対する金銭債権及び債務

短期金銭債権                ２６，３５２百万円

長期金銭債権                   ８９０百万円

短期金銭債務              ２，７７６百万円

（損益計算書に関する注記）

１．関係会社との取引高

      売上高                  １，６９０百万円

仕入高                 ２３，１４８百万円

その他営業取引高             ４，０６４百万円

営業取引以外の取引高           １，６６９百万円

２．固定資産減損損失は、直営店舗及び事業用ソフトウェアの収益性低下に伴う減損損失であります。

３．構造改革関連費用は、中期経営計画（リバイズ）として取組んでいる棚卸資産の圧縮等に伴う損失であります。

４．希望退職関連費用は、特別加算金及び再就職支援費用、有給休暇買い上げ費用であります。

５．関係会社株式評価損は、Ｇテックマテリアル株式の減損処理に伴う評価損であります。
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（株主資本等変動計算書に関する注記）

１．当事業年度の末日における発行済株式の数

  普通株式                 １００，０００株

２．当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項

    金銭での配当               ２，３００百万円

３．当事業年度の末日後に行う剰余金の配当に関する事項

  ２０２４年６月２０日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を次のとおり提案することを予定

しております。

①金銭での配当金総額           ８，９００百万円

   ②１株当たり配当金額            ８９，０００円

    ③基準日               ２０２４年３月３１日   

    ④効力発生日             ２０２４年６月２１日

  なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

（税効果会計に関する注記）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

  繰 延 税 金 資 産

返 金 負 債 ３９６百万円

在 庫 の 評 価 減 ６９百万円

賞 与 引 当 金 ５２９百万円

貸倒引当金損金算入限度超過額 ４９百万円

有 価 証 券 評 価 減 ９５２百万円

長 期 前 払 費 用 ３２百万円

資 産 除 去 債 務 １２９百万円

退 職 給 付 引 当 金 ５０百万円

未 払 事 業 税 ２８７百万円

希 望 退 職 関 連 費 用 ６７５百万円

構 造 改 革 関 連 費 用 ９３６百万円

そ の 他          ５２０百万円

繰 延 税 金 資 産 小 計       ４，６３０百万円

評 価 性 引 当 額 △１，０３７百万円

繰 延 税 金 資 産 合 計 ３，５９２百万円

繰 延 税 金 負 債

その他有価証券評価差額金    １１，１５９百万円

前 払 年 金 費 用        ３，６４５百万円

返 品 資 産         １９２百万円

そ の 他        １１百万円

繰 延 税 金 負 債 合 計 １５，００９百万円

         

繰 延 税 金 負 債 の 純 額     １１，４１６百万円
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（金融商品に関する注記）

１．金融商品の状況に関する事項

（1） 金融商品に対する取組方針

  当社は、資金運用については一定の条件と制限を設けて投資適格範囲を定め、その投資適格範囲内で運用しております。

資金調達については、当社資金の有効活用により削減する方針であり、資金調達の必要が生じた場合には、銀行借入によ

り調達する方針です。デリバティブは、外貨建て取引における為替変動リスクや借入金の金利変動リスクおよび保有する

株式の株価変動リスクを回避するために利用する場合がありますが、投機的な取引は行いません。

（2） 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

  投資有価証券は、主に株式で構成されております。市場価格の変動により当社の業績及び財政状態に悪影響を与える可

能性があり、定期的に公正価値の把握を実施しております。

売掛債権である受取手形、電子記録債権および売掛金の顧客信用リスクは、当社の管理規程に従ってリスク低減を図っ

ております。

（3） 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

  公正価値の見積りは、当該金融商品に関連した市場価格情報及びその契約内容を基礎として期末の一時点で算定された

ものであります。これらの見積りは実質的に当社が行っており、不確実性及び見積りに重要な影響を及ぼす当社の判断を

含んでおります。このため、想定している前提条件の変更により上記の見積り公正価値は重要な影響を受ける可能性があ

ります。

（4） 信用リスクの集中

当社の事業は、主として日本の小売業界における多数の取引先に対する婦人下着の販売によって構成されており、その

取引先には大手の百貨店、量販店及びその他の一般小売店等が含まれます。イオングループに対する売上実績を合計する

と、当社の売上高に対して、２０２４年３月期では、約１１．７％を占めます。なお、取引先１社で売上高の１０％以上

を構成する販売先はありません。

２．金融商品の時価等に関する事項

２０２４年３月３１日における貸借対照表価額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、市場

価格のない株式等（投資有価証券（貸借対照表計上額１，３６９百万円）、関係会社株式（貸借対照表計上額９，３３６百万

円））は、次表には含めておりません。

                                               （単位：百万円）

貸借対照表計上額（＊） 時価（＊） 差額

（１）    現金及び預金

（２）    受取手形

（３）    電子記録債権

（４）    売掛金

（５）    短期貸付金

（６）    金融資産

（７）    投資有価証券

（８）    関係会社株式

（９）    長期貸付金

     貸倒引当金（注２）

      小計

（１０） 施設借用保証金

（１１） 支払手形

（１２） 電子記録債務

（１３） 買掛金

（１４） 未払金

（１５） 未払法人税等

（１６） 金融負債

１，６６５

０

７７９

８，８６０

２４，８９６

６７７

４６，０９４

５３６

    ８９２

△１５０

７４２

２，４２１

（１７）

（２，７９３）

（３，１８０）

（５，３４９）

（３，９８９）

（６７７）   

１，６６５

０

７７９

８，８６０

２４，８９６

６７７

４６，０９４

５，２０１

  ―

―

７４２

２，４２１

（１７）

（２，７９３）

（３，１８０）

（５，３４９）

    （３，９８９）

（６７７）

―

―

―

―

―

―

―

４，６６５   

―

―

―

―

―

―

―

―

（＊）負債に計上されているものについては、（）で示しております。
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（注１）金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つのレベルに分類してお

ります。

レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属するレベル

のうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

（１）現金及び預金、（２）受取手形、（３）電子記録債権、（４）売掛金、（５）短期貸付金、（６）金融資産、（９）長期貸付

金、（１０）施設借用保証金

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債権ごとに、債権額と満期までの期間及び信用リスクを加味した利率を基

に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（７）投資有価証券、（８）関係会社株式

   上場株式は相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、 その時価をレベル１の

時価に分類しております。

（１１）支払手形、（１２）電子記録債務、（１３）買掛金、（１４）未払金、（１５）未払法人税等、（１６）金融負債

これらの時価は、一定の期間ごとに区分した債務ごとに、その将来キャッシュ・フローと、返済期日までの期間及び信

用リスクを加味した利率を基に割引現在価値法により算定しており、レベル２の時価に分類しております。

（注２）長期貸付金に個別に計上している貸倒引当金を控除しております。

（関連当事者との取引に関する注記）

１．親会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容 取引の

内容
取引金額
(百万円)

科目 期末残高
(百万円)

親会社
㈱ﾜｺｰﾙ

ﾎｰﾙﾃﾞｨﾝｸﾞｽ

被所有

100

役員の兼任

経営指導

資金の貸付

（注）
13,130 短期貸付金 24,896

利息の受取

（注）
7 ―     ―

(注)資金の貸付・利息の受取については、市場金利を勘案して決定しております。

２．兄弟会社等

属性 名称
議決権等の
被所有割合

(％)
関係内容

取引の
内容

取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の

子会社
ﾜｺｰﾙｻｰﾋﾞｽ㈱ なし

債務の決済業務の
委託

ﾌｧｸﾀﾘﾝｸﾞ

（注）

30,528 買掛金 ―

5,848 未払金 ―

（注）価格その他の取引条件は、当社の採算を考慮の上、当社と関連を有しない他の当事者と同様の条件によっております。
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（収益認識に関する注記）

収益を理解するための基礎となる情報

「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりであります。

（１株当たり情報に関する注記）

１株当たり純資産額         １，０７３，６７２円 ７８銭

１株当たり当期純利益           ８８，８３９円 ２５銭

（重要な後発事象に関する注記）

   該当する事項はありません。
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附 属 明 細 書

１．有形固定資産及び無形固定資産の明細

                                                                           

（単位：百万円）

区

分
資産の種類

期  首

帳簿価額

当 期

増加額

当 期

減少額

当 期

償却額

期  末

帳簿価額

減価償却

累計額

期  末

取得原価

有

形

固

定

資

産

建 物 573 142
164

(60)
134 416 3,302 3,719

構 築 物 4 - 1 0 2 46 49

機 械 装 置 47 0 0 12 35 121 156

車 両 運 搬 具 9 - 0 9 0 157 157

工具、器具及び備品 437 73
8

(8)
151 351 2,789 3,141

土 地 866 - 459 - 406 - 406

建 設 仮 勘 定 61 148 166 - 44 - 44

計 2,000 365
800

(69)
307 1,257 6,417 7,675

         

（注） 「当期減少額」欄の（ ）は内数で、当期の減損損失計上額であります。

２．引当金の明細

           （単位：百万円）

区  分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘 要

貸 倒 引 当 金 284 2 122 164

賞 与 引 当 金 1,620     1,729 1,620 1,729

退 職 給 付 引 当 金 278 2,224 2,336 166 ※１

（注）※１ 企業年金制度に係る前払年金費用 13,878 百万円を貸借対照表の資産の部の投資その他の資産に振替えております。

当事業年度の振替額は 2,917 百万円であり、退職給付費用の減少 692百万円と合わせて当期の増加額に記載しております。

また、企業年金への掛金拠出額と給付額を当期減少額の欄に記載しております。

無

形

固

定

資

産

ソ フ ト ウ ェ ア 6,643 1,245
73

(62)
2,405 5,410

ソフトウェア仮勘定 150 1,140 1,183 - 106

そ の 他 38 - 8 0 29

計 6,832 2,385
1,265

(62)
2,406 5,546
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３．販売費及び一般管理費の明細

                                                                  

（単位：百万円）

科  目 金  額 摘  要

広告宣伝費 ４，０９０

荷造発送費 ３，３２７

通信費 ４２５

旅費交通費 ４７２

交際費 ２２

役員報酬 １２１

従業員給料手当 １５，０７３

賞与引当金繰入額 １，４３７

退職給付費用 △３６５

法定福利費 ２，４６３

福利厚生費 ３１０

水道光熱費 ３０３

修繕費 ４２３

資産賃借料 ５，７７３

減価償却費 ２，３０６

損害保険料 ３０

税金公課 １，０１４

研究開発費 １４３

消耗工具器具備品費 ２６６

事務用消耗品費 ６０

支払手数料 １１，１０６

貸倒損失及び貸倒引当金繰入額 ４

経営管理料 １２

雑費 ７１２

計 ４９，５３７

        

        


